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Abstract: The purpose of this research was to investigate the attitude of junior high school health and 
physical education teachers in Tokyo Setagaya-ku and Yokohama Aoba-ku which conclude the partner-
ship agreement with Nippon Sport Science University.

We conducted a survey of 52 health and physical education teachers. The average teaching experience 
was 13.75 ± 10.08 years. The questionnaire was composed of questions regarding attitude to health and 
physical education classes, school sport clubs, teaching practice for university students and student 
guidance.

The main results were as follows:
1. Health and physical education teachers answered that they don’t have enough knowledge and 

abilities to teach “Dance” (About 46%) and “Martial arts” (About 29%).
2. Health and physical education teachers had difficulty in classes, when 1) they don’t have enough 

knowledge to develop “Thinking ability, Judgment ability and Expression ability” of students (About 
42%), 2) they teach some different sports that they can’t show good examples to their students (About 
40%), and 3) they teach students with special educational needs (About 35%).

3. Many health and physical education teachers had difficulty at work that 1) they can’t take enough 
personal time in their life (About 60%), 2) they don’t have enough knowledge towards current educa-
tional methods and topics (About 21%).

4. Health and physical education teachers had difficulty in school sport club that 1) they can’t have 
enough time to instruct school sport club because they are too busy with other work (About 59%), 
2) they don’t have enough school facilities for sport activities (About 39%) and they don’t have enough 
knowledge and abilities to teach sports competitively (About 39%).

5. Health and physical education teachers had difficulty in teaching practice for university students 
that 1) there are a lot of university students who have low motivation towards teaching and will not 
become teachers in the future (About 50%) and 2) practical teaching programs is a big burden on the 
school (About 31%).
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ている 6)。
また，スポーツや健康の分野における大学との地域
連携の事業には，高田 7)，岸本 8)，平岡ら 9)の事例を挙
げることができる。高田は，赤穂市のスポーツ推進計
画に則り，スポーツクラブの運営スタッフの育成につ
いて報告している。そこでは，スポーツクラブの運営
スタッフと教育委員会スポーツ推進課と大学生の三者
が協力して討論会を開催し，地域との連携強化を図っ
ている。また，岸本は，東日本大震災を教訓にして，
地域の防災教育の観点から，学校を拠点とした地域連
携体制強化策を提案している。さらに，平岡らは，地
域連携事業として運動指導者養成と健康教室講座の開
設をしたり，地域住民の質問紙調査の代行をしたり，
地域のウォーキングガイドブックの作成を行ったりし
ている。このように，スポーツや健康の分野における
大学と地域の連携は，スポーツ振興，人材育成，大学
の価値向上，防災教育などの視点から行われている。
それでは，日本体育大学（以下，本学とする）はこ
れまでどのような社会貢献活動を行ってきたのであろ
うか。本学は，東京都世田谷区と神奈川県横浜市にあ
る複数の組織と連携協定を結んでおり，具体的には，
世田谷区スポーツ推進課，公益財団法人世田谷区ス
ポーツ振興財団，横浜市市民局，公益財団法人横浜市
体育協会，横浜市青葉区との間に協定がある。本学の
強みでもあるスポーツの視点を生かして，これまで幼
児から高齢者まで幅広い層へスポーツ体験教室や体力
測定を行ったり，パブリックビューイングや施設開放
をしたり，運動部活動支援員の派遣などを行ったりし
てきた 10)。もっとも，本学が有する保健体育科の教科

1．緒　　言

現在，大学は地域社会や産業界と連携を図り，様々
な貢献をすることが求められている。メディアによっ
て大学の地域貢献度ランキング 1)も実施されており，
様々なアイデアが日々生み出されている。その中でも，
産学官連携の代表例として，近畿大学の養殖研究は有
名である。近畿大学水産研究所において研究された養
殖魚を企業に提供し，「近大マグロ」として商品化に成
功している 2)。この取り組みは産業上の成功はもちろ
んのこと，地元和歌山県の地域活性化に大きく貢献す
るものである。また，産学官連携とは異なる取り組み
として，山口大学における哲学の分野の取り組みがあ
る。山口大学では，地域住民に対して公開講座を開き，
簡易なテキストを作成し，学問を地域住民に開く活動
をしている。そこでは，学問の存在意義を地域住民に
周知し，地域住民が教養を身につけ，生活を豊かにし
ていくことを企図している 3)。さらに，先記したラン
キングで高い評価を受けている信州大学では，地域貢
献活動を通じて，研究論文数を増やしながら，同時に
人材育成も行っている 4,5)。これらの事例にみられるよ
うに，大学と地域社会や産業界との連携では，経済の
好循環，人材育成，研究力向上などの方向性が見られ
ている。
一方で，学校教育分野の連携に目を向けてみると，
代表例として教職大学院を挙げることができる。教職
大学院は，教師の実践的指導力の向上やスクールリー
ダーの育成を行っており，理論的な学習だけにとどま
らず，学校現場と連携を図りながら実践的な研究をし

要旨： 本研究の目的は，日本体育大学と連携をしている世田谷区と青葉区の中学校保健体育科の教師
の意識を明らかにすることである。
データの収集にあたっては，保健体育科の教師 52名を対象とし，教職歴平均 13.75±10.08年であっ
た。 質問紙は，保健体育授業，運動部活動，教育実習，生徒指導の視点から構成された。主な結果は，
以下の通りである。

1．ダンス，武道を指導する力がないと答える教師が多くいた。
2．授業を行う上で，「生徒の思考力・判断力・表現力等の育成をするための指導」「自分が模範を示せ
ない種目の運動を教える事」「配慮を要する生徒の指導」について困っていると答える教師が多くいた。

3．仕事について，「自分の生活時間の確保」「教科内容の最新の知識や教育に関する時事問題」につ
いて困っていると回答する教師が多くいた。

4．部活動については，「校務が忙しくて思うように指導ができない」「施設・設備が不足している」
「自分の専門的指導力が不足している」という点が課題であると回答する教師が多くいた。

5．教育実習については，「教師を志望していないにも関わらず，実習しようとする学生が多い」「実
習校の負担が大きい」と回答する教師が多くいた。

(Received: May 11, 2018 Accepted: August 6, 2018)

Key words: health and physical education teacher of junior high school, partnership agreement, social 
contribution
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2．研究の方法

（1）調査対象者と調査方法と調査期間
調査対象は，先記した通り，本学と連携している 2

つの地域の中学校保健体育科の教師とした。2つの地
域とは，世田谷区と青葉区である。本研究では，その
地域の全ての中学校に，郵送による質問紙調査を実施
した。期間は，2017年 11月 20日から 2018年 1月 10
日の間で行い，調査の依頼及び実施については，本学
の倫理規定に従って調査の主旨を理解した学校長のも
とで同意を得た教師のみとした。その結果，調査に協
力いただいた対象者に関する基礎情報は表 1のとおり
である。協力いただいた学校数と人数は，世田谷区は
12校 24人，青葉区は 9校 28人の計 21校 52人であっ
た注 1)。なお，回答者の総数及び有効回答人数は最も多
くて 52となったが，担当している部活動に関する項目
については 49となった注 2)。回答者の教職歴は平均で
13.75±10.08年（臨時採用，非常勤経験等を含む）で
あった。性別での内訳は，女性 21人（40.4％），男性
31人（59.6％）であった。さらに役職での内訳は，学
校長 1人（1.9％），指導教諭 1人（1.9％），主幹教諭 7
人（13.5％），主任教諭 6人（11.5％），教諭 37人（71.2％）
であった。また，岩田ら 11)と同様に教職歴について，
1年目から 4年目を初任期，5年目から 15年目を中堅
期，それ以上を熟練期と分けた場合，初任期 8人
（15.4％），中堅期 25人（48.1％），熟練期 19人（36.5％）
となった。なお，回答者には，学校長といった管理職
が含まれているが，いずれも保健体育科の教師として
の勤務経験を有していたことから，有効回答として
扱った。

（2）質問紙の内容と分析方法
本調査は，中学校保健体育科の教師を対象とし
て注 3)，教科指導，運動部活動，教育実習，生徒指導
等に関する意識の実態や課題等の把握を目指す探索的
な調査であり，教師が短時間で記入できる簡便な質問
紙を作成した。使用した質問紙は，添付資料の通りで
ある。

教育学に関する知見からは，地域連携について課題が
残っているといえる。近年，大学院体育科学研究科に
おいて実践学コースが設置されている点や教育学研究
科の新設によって新たな研究成果が本学から生み出さ
れている点を踏まえれば，こうした教科教育学の視点
から，社会貢献活動を積極的に行っていくことは重要
な視点ともいえる。
そこで本研究では，連携協定を結んでいる地域の中
学校における保健体育科の教師に着目し，その意識に
ついて調査することとした。これまでに，中学校の保
健体育科の教師の職務は，教科指導，道徳，総合的な
学習時間の指導の他，特別活動（学級活動，生徒会活
動，学校行事）の指導，生徒指導，部活動指導，教育
実習生への指導など多岐にわたっていることが報告さ
れている 11–13)。また文部科学省 14)によれば，教師の長
時間労働の実態が明らかになったことを報告してお
り，これらのことから，学校の抱える課題が複雑化，
困難化している一方，それに対応する教師の業務が増
えていることがあげられている。このことから，中学
校の保健体育科の教師に着目し，その意識について調
査する必要があると考えられる。これに対して，本学
が有する保健体育科の教科教育学に関する知見や本学
が教員養成を行っている視点，文部科学省 15)が示して
いる教員の資質向上の視点から，調査する視点は，教
科指導に関する点，生徒指導や学校内外の仕事に関す
る点，部活動に関する点，教育実習生や教育実習に関
する点に限定することとした。なお，これまでも運動
部活動支援などについて連携してきたが，この点につ
いての成果や課題も十分に把握できているとは言い難
い。そのため，地域の保健体育科の教師の意識や要求
を明らかにすることで，本学が実態に応じた効果的な
社会貢献活動を実施するための基礎資料を得ることに
なると考える。
以上のことから，本研究では，東京都世田谷区（以
下，世田谷区とする）並びに神奈川県横浜市青葉区（以
下，青葉区とする）の中学校の保健体育科の教師を対
象とした質問紙調査を実施することによって，連携強
化に向けた基礎資料を得ることを目的とする。

表 1　調査対象者に関する基礎情報
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を求めた。
3つ目の「現在担当している部活動の様子及び悩み
事」については，日本体育協会 17)において部活動の実
態及び指導する際の悩み事に関する質問内容を参考に
した。具体的な質問内容は，3つ設定した。最初は「現
在担当している部活動」に関する基本的な問いであり，
「部活動の名称」「過去の経験の有無」「希望した部活動
であったか」「部員数」「活動日数」「部活動の競技水
準」といった基本的な 6つの問いである。次は，「顧問
としての管理・指導範囲」「現在担当している部活動で
の他の教師の有無及びその教師の仕事内容」といった
2つの問いである。最後に「最も問題・課題であると
感じていること」といった問いであり，8項目の中か
ら該当する全ての項目を選択することとなっている。
この 10の問いは選択肢と記述で回答を求めた。

4つ目の「教育実習の指導に対する指導内容及び悩
み事」については，文部科学省 15)と山口県教育委員
会 18)の教育実習に関する調査内容を参考にした。具体
的な質問内容は，3つ設定した。最初は「教育実習生
への指導の有無」を「1．はい」「2．いいえ」から回答
を求めた。次に「教育実習生に教えたいこと」に関す
る 9項目について聞いており，「1．まったく教える必
要がない」「2．あまり教える必要がない」「3．どちら
でもない」「4．少しは教えたい」「5．とても教えたい」
から回答を求め，その後，9項目の中から「教えたい
と強く思う順に，5つまでの項目番号」の回答を求め
た。最後に「教育実習について感じていること」に関
する 9項目の選択肢から，該当するものを選択するよ
うに回答を求めた。
なお，本調査では先行研究を基に調査項目を選定し
ているが，先行研究で用いられた期間の学習指導要
領 19)に準じている質問項目がいくつかあるため，本調
査では新たに施行された中学校保健体育科の新学習指
導要領で示されている内容 20)に文言を修正した。回収
したデータについては単純集計のみを試みた注 4)。
加えて，質問 6，質問 8，質問 11，質問 15の 2で，
回答者が困っていることや教えたいことに関する度合
いを検討するために，「1．まったく持っていない」「5．
とても困っている」「5．とても教えたい」を 5点，「2．
あまり持っていない」「4．少し困っている」「4．少し
は教えたい」を 4点，「3．どちらでもない」を 3点，
「4．少し持っている」「2．あまり困っていない」「2．あ
まり教える必要がない」を 2点，「5．十分持っている」
「1．まったく困っていない」「1．まったく教える必要
がない」を 1点として点数化し，その合計得点を算出
した。それを有効回答人数で割って平均得点を算出す
ることで，その得点によって，回答者が困っているこ
とや教えたいことに関する度合いとなるようにした。

質問内容は，性別や教師としての経験年数等の基本
情報に加えて，「保健体育授業を行う上での領域別の指
導力及び悩み事」「生徒指導や学校内外の仕事での悩み
事」「現在担当している部活動の様子及び悩み事」「教
育実習の指導に対する指導内容及び悩み事」の 4つに
限定した。この 4つの質問内容と回答方法は下記の通
りである。
まず，1つ目の「保健体育授業を行う上での領域別
の指導力及び悩み事」については，2つの先行研究を
参考に質問内容を決定した。1つは，小林ら 16)が設定
した各運動領域で必要な運動技能を伸ばす指導力につ
いてである。もう 1つは，岩田ら 11)が設定した保健・
体育の指導での悩み事についてである。具体的な質問
内容は，2つ設定した。1つは「保健体育授業を行う上
で，あなたの指導力」について体育分野の 8領域と保
健分野の 4領域の計 12領域から，領域毎に「1．全く
持っていない」「2．あまり持っていない」「3．どちら
でもない」「4．少し持っている」「5．十分持っている」
から回答を求めた。その後，12領域の中から「指導す
る際に困っていると強く思う順に 5つまでの項目番
号」の回答を求めた。もう 1つの質問内容は「保健体
育授業を行う上で，あなたはどのようなことに困って
いますか」となっており，その中で 17項目を設定して
いる。17項目の内訳は，上から「授業の指導方法」に
関して 3項目，「生徒の実態把握」に関して 3項目，「授
業での学習環境づくり」に関して 3項目，「評価や施設
管理」に関して 3項目，「新学習指導要領で記載されて
いる指導や学び方」に関して 4項目，「その他」の 1項
目である。この 17項目は，「1．まったく困っていな
い」「2．あまり困っていない」「3．どちらでもない」
「4．少し困っている」「5．とても困っている」から回
答を求め，その後，17項目の中から「困っていると強
く思う順に，5つまでの項目番号」の回答を求めた。

2つ目の「生徒指導や学校内外の仕事での悩み事」に
ついては，岩田ら 11)が設定した学校内外の仕事での悩
み事に関する質問内容を参考にした。具体的には，「生
徒指導や学校内外の仕事をする上で，あなたはどのよ
うなことに困っていますか」という問いになっており，
項目は上から「部活動や生徒指導，体力テスト，特別
活動，その他の校務分掌，学級経営」に関して 6項目，
「教科内や教科外の人間関係，管理職との関係」に関し
て 3項目，「外部団体や地域，または保護者との関係」
に関して 3項目，「自身の時間確保」に関して 2項目，
計 14項目となっている。この 14項目は「1．まったく
困っていない」「2．あまり困っていない」「3．どちら
でもない」「4．少し困っている」「5．とても困ってい
る」から回答を求め，その後，14項目の中から「困っ
ていると強く思う順に，5つまでの項目番号」の回答
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点），2番目は「武道」で合計 143点（平均 2.75点），3
番目は「体育理論」で合計 141点（平均 2.71点）とい
う結果となった。
次に，質問 8の保健体育授業を行う上で困っている
ことに関する調査結果は，表 3の通りである。保健体
育授業を行う上で，どのようなことに困っているのか
について調査した結果，「5．とても困っている」「4．
少し困っている」の回答が多かった項目をみてみると，
1番目は「生徒の思考力・判断力・表現力などの育成
をするための指導について」で 2人（3.8％）と 20人
（38.5％）で計 22人（42.3％），2番目は「自分が模範
を示せない種目の運動を教えることについて」で 5人
（9.6％）と 16人（30.8％）で計 21人（40.4％），3番目
は「配慮を要する生徒のニーズに答えることについて」
で 0人（0％）と 18人（34.6％）で計 18人（34.6％）
であった。反対に「1．まったく困っていない」「2．あ
まり困っていない」の回答が多かった項目をみてみる
と，1番目は「生徒同士の協力的な関係を作ることに
ついて」で 9人（17.3％）と 25人（48.1％）で計 34人
（65.4％），2番目は「適切な学習規律を維持することに
ついて」で 12人（23.1％）と 20人（38.5％）で計 32
人（61.5％），3番目は「生徒の『知識・技能』の習得
をさせるための指導について」で 5人（9.6％）と 24
人（46.2％）で計 29人（55.8％）であった。また，困っ
ている度合いについて得点化した結果，授業を行う上

3．結　　果

（1）保健体育授業での指導力や困っていることについて
質問 6の保健体育授業を行う上での領域別の指導力
に関する調査結果は，表 2の通りである。保健体育授
業を行う上での領域別の指導力について調査した結
果，「5．十分持っている」「4．少し持っている」の回
答が多かった領域をみてみると，1番目は「球技」で
15人（28.8％）と 31人（59.6％）で計 46人（88.5％），
2番目は「心身の機能の発達と心の健康」で 4人（7.7％）
と 29人（55.8％）で計 33人（63.5％），3番目は 3つ
あり，1つめは「器械運動」で 3人（5.8％）と 29人
（55.8％）で計 32人（61.5％），2つめは「陸上競技」で
8人（15.4％）と 24人（46.2％）で計 32人（61.5％），
3つめは「健康な生活と疾病の予防」で 4人（7.7％）
と 28人（53.8％）で計 32人（61.5％）であった。反対
に「1．まったく持っていない」「2．あまり持っていな
い」の回答が多かった領域をみてみると，1番目は「ダ
ンス」で 3人（5.8％）と 21人（40.4％）で計 24人
（46.2％），2番目は「武道」で 1人（1.9％）と 14人
（26.9％）で計 15人（28.8％），3番目は「体つくり運
動」で 1人（1.9％）と 10人（19.2％）で計 11人（21.2％）
であった。また，困っている度合いについて得点化し
た結果，指導力を持っていないと回答した上位 3つの
領域は，1番目は「ダンス」で合計 168点（平均 3.23

表 2　質問 6　保健体育授業を行う上での領域別の指導力に関する結果（N=52）
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答が多かった項目をみてみると，1番目は「自分の生
活時間の確保について」で 11人（21.2％）と 20人
（38.5％）で計 31人（59.6％），2番目は「部活動の運
営管理や指導について」で 4人（7.7％）と 9人（17.3％）
で計 13人（25.0％），3番目は「教科内容の最新の知識
や教育に関する時事問題について」で 0人（0％）と
11人（21.2％）で計 11人（21.2％）であった。反対に
「1．まったく困っていない」「2．あまり困っていない」
の回答が多かった項目をみてみると，1番目は「教科
内での人間関係について」で 25人（48.1％）と 13人
（25.0％）で計 38人（73.1％），2番目は 2つあり，1つ
は「教科外（学年や他教科）との人間関係について」
で 13人（25.0％）と 20人（38.5％）で計 33人（63.5％），
もう 1つは「管理職との関係について」で 14人（26.9％）
と 19人（36.5％）で計 33人（63.5％），3番目は 2つ
あり，1つは「特別活動（体育祭，宿泊行事）につい
て」で 5 人（9.6％）と 22 人（42.3％）で計 27 人
（51.9％），もう 1つは「中体連のような外部団体との

で困っていると回答した上位 3つの項目は，1番目は
3つあり，1つめは「自分が模範を示せない種目の運動
を教えることについて」，2つめは「配慮を要する生徒
のニーズに答えることについて」，3つめは「生徒の
『思考力・判断力・表現力等』の育成をするための指導
について」で共に合計 157点（平均 3.02点），2番目は
2つあり，1つめは「体育用具の準備や体育施設の管理
について」，2つめは「『主体的・対話的で深い学び』の
実現に向けて実践することについて」で共に合計 149
点（平均 2.87点），3番目は「生徒の『学びに向かう
力・人間性等』の涵養をするための指導について」で
合計 147点（平均 2.83点）という結果となった。

（2）生徒指導や学校内外の仕事について
次に，質問 11の生徒指導や学校内外の仕事での悩み
事に関する調査結果は，表 4の通りである。生徒指導
や学校内外の仕事での悩み事について調査した結果，
「5．とても困っている」「4．少し困っている」との回

表 3　質問 8　保健体育授業を行う上で困っていることに関する結果（N=52）
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（61.2％）であった。また，回答者の部活動の顧問とし
ての管理・指導範囲に関する回答をみてみると，「活動
時の立ち会い」「部活動に関する事務仕事」が共に 43
人（87.8％），「大会等への引率」が 42人（85.7％），
「生徒への実技指導」が 37人（75.5％）であった。さ
らに，回答者の担当部活動で他の教師がいるか，また，
いる場合，その人は何をしているかについての回答を
みてみると，「実技指導を行う他の教師」「事務・管理
面を担当する他の教師」「実技指導・事務・管理面の両
方を担当する他の教師」については「1人」との回答
が多く，約 50％であった。一方で，「実技指導を行う
外部指導者」については，「いない」との回答が多く，
約 50％であった。
加えて，質問 13の中の問 9である，部活動において
最も問題・課題であると感じていることに関する調査
結果は，表 5の通りである。部活動において「最も問
題・課題であると感じている」ことについて調査した
結果注 5)，多く選択された項目をみてみると，1番目は
「校務が忙しくて思うように指導ができない」で 29人
（59.2％），2番目は 2つあり，1つは「施設・設備が不
足している」，もう 1つは「自分の専門的指導力が不足
している」で 19人（38.8％），3番目は「自分の研究や

関係について」で 11人（21.2％）と 16人（30.8％）で
計 27人（51.9％）であった。また，困っている度合い
について得点化した結果，生徒指導や学校内外の仕事
での悩み事に関する上位 3つの項目は，1番目は「自
分の生活時間の確保について」で合計 187点（平均 3.60
点），2番目は「教科内容の最新の知識や教育に関する
時事問題について」で合計 145点（平均 2.79点），3番
目は 2つあり，1つは「部活動の運営や指導について」，
もう 1つは「2～ 4の項目以外の校務分掌について」で
共に合計 142点（平均 2.73点）という結果となった。
また，部活動に関する内容について調査した結果
は，以下のとおりとなった。まず，現在，部活動を担
当していると回答したのは 49人であった。現在担当し
ている部活動に対する自身の経験については，31人
（63.3％）は経験がある，18人（36.7％）は経験がない
との回答であった。さらに，担当している部活が希望
していた部活であるかについては，35人（71.4％）が
希望していた部活動である，14名（28.6％）は希望し
ていた部活動ではないとの回答であった。部員数は，
平均 22.8±15.1人，1週間の平均活動日数については
平均 5.4±1.1日，競技水準については，「市大会・区
大会に出場する」レベルとの回答が一番多く 30人

表 4　質問 11　生徒指導や学校内外の仕事での悩み事に関する結果（N=52）
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人（88.5％），3番目は「生徒と共に成長できる仕事の
充実感や魅力」で 31人（59.6％）と 13人（25.0％）で
計 44人（84.6％）であった。反対に「1．まったく教
える必要がない」「2．あまり教える必要がない」の回
答が多くみられた項目をみてみると，どの項目も 3名
程度となっていた。また，教えたい度合いについて得
点化した結果，教育実習生に主に教えたいと思ってい
ることが多かった上位 3つの項目は，1番目は「保健
体育授業や学級経営に対する指導」で合計 233点（平
均 4.48点），2番目は「生徒とともに成長できる仕事の
充実感や魅力」で合計 229点（平均 4.40点），3番目は
「社会人としてのマナーや生徒への接し方」で合計 222
点（平均 4.27点）という結果となった。
加えて，質問 15の中の問 4である，教育実習につい
て感じていることに関する調査結果は，表 7の通りで
ある。教育実習について感じていることについて調査
した結果注 6)，多く選択された項目をみてみると，1番
目は「教員を志望していないにもかかわらず実習しよ
うとする学生が多い」で 26人（50.0％），2番目は「実

自由な時間等の妨げになっている」で 17人（34.7％）
であった。

（3）教育実習及び教育実習生の指導に対する考え方に
ついて

次に，教育実習の指導経験についてであるが，37人
（71.2％）は指導したことがある，15人（28.8％）は指
導したことがないとの回答であった。なお，教育実習
生を指導したことがないと回答した者は，教育実習生
を受け持つと想定して，回答をしてもらった。
また，質問 15の中の問 2である，教育実習生に主に
教えたいことに関する調査結果は，表 6の通りである。
教育実習生に主に教えたいことについて調査した結
果，「5．とても教えたい」「4．少しは教えたい」との
回答が多くみられた項目をみてみると，1番目は「保
健体育授業や学級経営に対する指導」で 35人（67.3％）
と 12人（23.1％）で計 47人（90.4％），2番目は「良
い指導方法や教師像には様々な方法があるという視野
の広さ」で 24人（46.2％）と 22人（42.3％）で計 46

表 5　質問 13の問 9　部活動において最も問題・課題と感じていることに関する結果（N=49）

表 6　質問 15の問 2　教育実習生に主に教えたいことに関する結果（N=52）
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には，岩田ら 11)が調査した地域と本研究で調査した地
域性が影響していることも考えられる。加えて，岩田
ら 11)の結果とは異なり，本研究の対象となっている教
師は，教科内容の最新の知識を学ぼうとする意識が比
較的に高く，体育授業に関心を向けている層が一定数
いることがわかった。
部活動に関する内容については，部員数，活動日数，
競技水準ともに学校間格差が大きい結果であった。活
動日数は，日本体育協会 14)の調査結果と同様の値を示
しており，1週間の内，平均 5.4±1.1日であり，平日だ
けでなく休日についても部活動指導が行われていた。
加えて，回答者の 80％以上については，「活動時の立
ち会い」「部活動に関する事務仕事」「大会等への引率」
をしているとの結果からも，回答者は休日も部活動指
導を行っている可能性が高く，直接活動に立ち会わな
いとしても事務的な業務を行っていることがわかる。
また，回答者の半数以上は，部活動の担当教師は 2名
程度で行われているが，「実技指導を行う外部指導者」
については半数以上がいないとの結果であった。これ
らのことを踏まえると，今回対象となった保健体育科
の教師は運動部活動で忙しいと感じながらも，外部指
導者に頼ることができずに，自分たちで指導しなけれ
ばならないという現状が推察でき，競技経験を有しな
い運動部活動を指導する教師の多くは，専門的指導力
の不足を選択する傾向がある。なお，日本体育協会 14)

では，保健体育科の教師ではない他教科の教師が競技
経験を有しない運動部活動を担当する際，外部指導者
や講習会を導入する必要があるのではないかと指摘し
ている。しかし，これは，保健体育科の教師であって
も競技経験を有しない運動部活動を担当する際は，同
じことがいえるのではないかと考える。反対に，日本
体育協会 14)と異なる結果が出たのは，施設・設備が不
足している，と指摘している点であり，今回の対象と
なった自治体の教師は，他の自治体と比べて施設・設
備を問題視する傾向にある。
教育実習の指導に関しては，保健体育科の教師が多

習校の負担が大きい」で 16人（30.8％），3番目は「実
習生の指導・評価方針について明確な基準がない」で
12人（23.1％）であった。

4．考　　察

ここでは先行研究との比較から，本研究の結果を考
察していく。本研究で調査対象となった地域の教師の
教職歴については，中堅期が 48％，熟練期が 37％で
あった。岩田ら 11)の先行研究で示された教師の教職歴
は中堅期が 27.6％，熟練期が 73％であり，本研究にお
いて調査した地域では中堅期がより多くなっている。
次に，保健体育授業を行う上での領域別の指導力につ
いては，ダンス・武道，体育理論や体つくり運動など
に対して，困難性を強く持っていることが明らかと
なった。さらに，保健体育授業を行う上では，配慮を
要する生徒のニーズに応えること，生徒の思考力・判
断力・表現力などの育成をするための指導，自分が模
範を示せない種目の運動を教える事といった内容に困
難性が大きかった。これらの結果は，岩田ら 11)や小林
ら 12)と類似する結果であった。このことは，調査対象
である教師の教職歴や勤務地域に関係なく，教科指導
にかかわり，同じような問題を感じていることが明ら
かになった。
次に，生徒指導や学校内外の仕事については，自分
の生活時間を確保すること，教科内容の最新の知識や
教育に関する時事問題に関することについて困難性を
有していることが明らかとなった。これは，保健体育
科の教師が多忙のあまり，自分の生活時間を確保する
ことが難しい点や，研修等を通じて教科の内容の最新
知識を取り入れる機会を十分に確保できない中で勤務
を続けているという実態が浮かび上がっている。また，
岩田ら 11)の調査結果と比較して異なる点は，生徒指導
に対する困難性である。岩田らの調査では，多くの教
師が生徒指導の項目において困っていると回答してい
るが，本研究の結果では生徒指導の項目において困っ
ていないと回答する教師が多くなっている。この背景

表 7　質問 15の問 4　教育実習について感じていることに関する結果（N=52）
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に必要であると考えられる。具体的には，現在，本学
ではダンスやフラッグフットボールといったスポーツ
プログラム等の公開講座を実施したり，運動部活動へ
の支援員の派遣を行ったりしてきたことが報告されて
いるものの，本研究の結果から，本学が有している保
健体育科の教科教育学の知見を活かして，連携してい
る地域の教師向けの研修を行うことや，教師が部活動
を指導する際や運営する際の教師自身のスキルを向上
させる研修会が必要であることが明らかとなった。今
後は先記した課題にも支援していくことが望まれる。

5．ま　と　め

本研究では，世田谷区並びに青葉区の中学校の保健
体育科の教師を対象とした質問紙調査を実施すること
によって，連携強化に向けた基礎資料を得ることを目
的とした。研究の結果，調査対象となった教師は先行
研究と同様に保健体育授業及び部活動に関して，最新
の情報を受けられる機会と共に自分の生活時間の確保
も求めている実態が明らかになった。
一方で，先行研究に比して，保健体育授業や運動部
活動の改善に関心を持っており，施設・設備の不足を
問題視する傾向が見られた。
以上の結果と考察を踏まえ，中学校保健体育分野に
おける連携強化に向け，本学の検討すべき事項は以下
の 3つであると考えられる。

1つ目は，保健体育科の教師を対象とした教科指導
と部活動に関わる研修活動を支援する仕組みづくりと
研修の場の提供である。教育委員会が運営している法
定研修への支援はもとより，自主研修における支援体
制の強化が必要である。

2つ目は，教育実習先の負担軽減を想定した教育実
習への参加要件の見直しである。教職への動機付けの
低い学生が，学校現場の負担となっていることは明ら
かであり，負担軽減への方策をより具体的に検討して
いく必要がある。

3つ目は，総合的な視点として，中学校の保健体育
科の教師の生活時間を確保するための改善策を提案で
きるような研究活動の推進である。エビデンスに基づ
いた労働環境の整備や資質・能力の向上を意図した研
究活動をより推進していく必要がある。
もっとも，こうした一連の事項は，本学が一方的に
検討するのではなく，学校現場の教師や教育委員会と
の間で，相互理解をはかりながら進めていくことが何
よりも大切になる。

6．注
1) 2つの地域における中学校の数は，世田谷区では 29
校，青葉区では 13校あり，合計 42校である。その

忙でありながらも，教科指導や学級経営，仕事の充実
感や魅力，社会人としてのマナーや生徒への接し方，
指導方法の視野の広さについて教えていきたいとの回
答が多く，約 4点以上の平均得点を示している。この
数値の高さは他の質問事項とは異なり，教育実習を受
け入れる側の教師の熱心さと捉えることができる。一
方で，「教員を志望していないにも関わらず，実習しよ
うとする学生が多い」と感じている回答者が約半数を
占めていることは，文部科学省 15)の調査結果と類似し
ており，顕著に高いといえる。首都圏での大学数の多
さからも負担が大きくのしかかっていることが考えら
れる。他方で，回答者の多くは，積極的な教育実習生
に対して，しっかりと実習をさせてあげたいと感じて
いる一面もみられた。
以上の内容から，今回の調査対象となった教師は，
教科指導にあたっては，ダンスや武道等に難しさを抱
えており，同時に，思考力・判断力・表現力の育成や
配慮を要する生徒への指導に対して難しさを感じてい
た。これは，先行研究と同様の傾向であった。また，
業務の多忙により，自分の生活時間を確保する点や最
新の知識を学ぶ機会を十分に持てない，といった課題
もあり，教科指導や生徒指導にあたって，指導力を高
めていくことの難しさも浮き彫りになった。
一方で，こうした難しさの背景には，部活動の指導
や教育実習への指導する側の複雑な思いもあることが
明らかになった。具体的には，2つあり，1つは，多く
の教師が運営面での難しさを抱えているにもかかわら
ず，外部指導者を必要としていないこと。もう 1つは，
多くの教師が，実習生に対して，熱心に指導したいと
いう思いがあるにもかかわらず，教師になることを志
望していない実習生が多いと感じていること。このよ
うに今回調査対象となった教師は，教科指導や部活動
さらには教育実習に対して，複雑な思いを抱きつつも，
その能力を伸長しうる十分な環境条件が確立されてい
ないと感じていることが推察される。一方で，個々の
教師による各業務へのこだわりの違いも推察されてお
り，各教師の個別の状況に応じた支援の必要性がうか
がえる。
実際にこれまでの本学の社会貢献活動 10,22)は，連携
している地域との「健康で豊かな生涯スポーツ社会の
構築」を行ってきた。これにより，地域の自治体や地
域住民のための活動として，連携している地域住民を
対象とした健康維持・増進プログラムの推進やスポー
ツプログラムの構築を行い，地域への社会貢献及び連
携の強化を行ってきた。また，学校現場に対しては，
運動会の補助や学習支援のボランティア，学外研修の
引率などを行ってきた。今後は，これに加え，連携し
ている地域の学校の教師への支援活動を行うことが更
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ため，中学校数における回収率は 50％であった。
2) 部活動に関する質問項目は，現在担当している部活
動について回答を求めているため，現在担当してい
る部活動があると回答した49名の対象者のみを有効
回答とした。

3) 先記したとおり，本調査では，調査対象校において
保健体育科の教師として勤務経験を有していた管理
職も対象者に含んでいる。

4) 今回調査をした全てのデータについて，近藤ら 21)と
同様に，教職歴別によるクロス集計を試みた。教職
歴別は，1年目から 4年目を初任期，5年目から 15
年目を中堅期，それ以上を熟練期とした。これを行
うことで，教職歴別に 4つの質問内容に対する回答
が異なってくるのではないかといった予測があった
からである。しかし，結果として教職歴別には関係
がないことが分かった。そのため，本研究の本文内
では単純集計に留めている。

5) 現在，部活動を担当していると回答したのは 49人で
あったことから，ここでの割合は「回答人数 /49×100」
によって算出している。

6) 質問 15の中の問 2において，有効回答人数は 52人
であったことから，ここでの割合は「回答人数 / 
52×100」によって算出している。
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